
最終版

（単位　千円）

国府支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

7号 41,372,454 1,106,984 99,319

一般会計

款

民生費

補正理由

1,206,303 千円 収支差 0 千円

14,280 千円

補正前 0 千円 14,280 千円

9,558 千円

906,776 千円

補正前 0 千円 800 千円

535 千円

物価高騰や利用者減少、乗務員不足により経営状況が悪化している公共交通事業者を支援し、公共交通の維持を
図るため。

(款）3．民生費　(項）1．社会福祉費　(目）1．社会福祉推進費

（生活福祉課）

一般会計

 (a)歳出予算補正

(款）2．総務費　(項）1．総務管理費　(目）11．交通安全推進費

　　《財源　国庫支出金》

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

（都市計画課）

【交通対策事業】

負担金、補助及び交付金　地域公共交通事業者支援給付金

★〔補正理由〕★

一 般 会 計 1,206,303 42,578,757

会 計 名
補正
号数

補 正 前 補 正 額
財 源 内 訳

計

総務部財政課

１．歳入歳出予算の補正

　令和５年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

12　月　定　例　市　議　会

最終日追加補正予算の概要

★〔補正理由〕★

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している生活困窮者等事業所を支援し、事業の維持を図るた
め。

　　《財源　国庫支出金》

物価高騰対応重点支援給付金の給付に期間を要することから、年度内の事業完了が困難であるため。

２．繰越明許費の補正

（単位　千円）
項 事     業     名 金　額 備　　　　　考

負担金、補助及び交付金　福祉関係事業所等物価高騰追加対策支援給付金

社会福祉費

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

物価高騰対応重点支援給付金給付事業

【生活支援扶助事業】

905,976
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補正前 0 千円 1,000 千円

補正前 0 千円 100 千円

補正前 0 千円 3,390 千円

補正前 0 千円 1,384 千円

補正前 0 千円 3,603 千円

補正前 0 千円 19,482 千円

補正前 0 千円 2,017 千円

補正前 0 千円 875,000 千円

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 905,976 千円

30,000 千円

補正前 0 千円 30,000 千円

20,079 千円

8,900 千円

補正前 0 千円 8,900 千円

5,957 千円

42,300 千円

補正前 0 千円 42,300 千円

28,311 千円

扶助費　物価高騰対応重点支援給付金

職員手当等　職員手当等

需用費　消耗品費

役務費　通信運搬費

役務費　手数料

委託料　電算処理業務委託料

委託料　物価高騰対応重点支援給付金事業支援業務委託料

(款）3．民生費　(項）1．社会福祉費　(目）2．障がい者福祉推進費

（地域福祉高齢課）

【物価高騰対応重点支援給付金給付事業】

（障がい福祉課）

★〔補正理由〕★

物価高騰により、特に家計への影響が大きい住民税均等割非課税世帯等に対し、１世帯当たり７万円の給付金を給
付するため。

　　《財源　国庫支出金》

　　《財源　国庫支出金》

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　　《財源　国庫支出金》

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

委託料　物価高騰対応重点支援給付金確認書作成業務委託料

★〔補正理由〕★

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している障がい福祉サービス事業所を支援し、もって障がい福
祉サービスの維持を図るため。

(款）3．民生費　(項）1．社会福祉費　(目）3．老人福祉推進費

負担金、補助及び交付金　介護事業所等物価高騰追加対策支援給付金

★〔補正理由〕★

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している介護事業所等を支援し、もって介護サービスの維持を
図るため。

　　《財源　国庫支出金》

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

(款）3．民生費　(項）1．社会福祉費　(目）4．介護福祉費

（地域福祉高齢課）

【高齢者サービス事業所等支援金給付事業】

負担金、補助及び交付金　高齢者サービス事業所等物価高騰追加対策支援給付金

★〔補正理由〕★

（介護保険課）

【介護事業所等支援金給付事業】

負担金、補助及び交付金　障がい福祉サービス等事業所物価高騰追加対策支援給付金

【地域生活支援事業】

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している高齢者サービス事業所等を支援し、もって高齢者サー
ビスの維持を図るため。
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149,580 千円

補正前 0 千円 4,255 千円

補正前 0 千円 145,325 千円

100,113 千円

7,600 千円

補正前 0 千円 7,600 千円

5,087 千円

4,000 千円

補正前 0 千円 4,000 千円

2,677 千円

42,867 千円

補正前 9,435 千円 4,807 千円

補正前 0 千円 38,060 千円

28,691 千円

1,206,303 千円

99,319 千円

補正前 7,490,439 千円 99,319 千円

1,106,984 千円

補正前 0 千円 1,106,984 千円

★〔補正理由〕★

　　《財源　国庫支出金》

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

★〔補正理由〕★

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している幼児教育・保育施設等を支援し、もって子育て支援
サービスの維持を図るため。

(款）7．商工費　(項）1．商工費　(目）2．商工振興費

（産業観光課）

物価高騰対策として、支援給付金により、入院患者を抱える病院を支援し、もって病院機能の維持を図るため。

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

【商工業振興事業】

 (ｂ)歳入予算補正

(款）11．地方交付税　(項）1．地方交付税　(目）1．地方交付税

地方交付税　普通交付税

(款）15．国庫支出金　(項）2．国庫補助金　(目）1．総務費国庫補助金

　　《財源　国庫支出金》

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

負担金、補助及び交付金　エネルギー価格高騰対策事業者追加支援給付金

★〔補正理由〕★

エネルギー価格高騰の影響が続く中、支援給付金により、影響の緩和を図り、事業の継続を支援するため。

委託料　エネルギー価格高騰対策事業者支援給付金等業務委託料

　　《財源　国庫支出金》

（子ども子育て課）

【子育て支援事業】

役務費　通信運搬費

★〔補正理由〕★

物価高騰の影響を受ける市民を応援するため、２０歳以下の全市民（平成１５年４月２日以降に生まれた市民）に対
しモックルコイン１万円分を送付するため。

　　《財源　国庫支出金》

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

(款）3．民生費　(項）2．児童福祉費　(目）2．保育推進費

【保育推進事業】

（子ども子育て課）

(款）3．民生費　(項）2．児童福祉費　(目）1．児童福祉推進費

負担金、補助及び交付金　幼児教育・保育施設等物価高騰追加対策支援給付金

(款）4．衛生費　(項）1．保健衛生費　(目）1．保健衛生総務費

（健康推進課）

【地域医療関係事業】

負担金、補助及び交付金　病院物価高騰追加対策支援給付金

総務管理費補助金　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

委託料　子ども子育て応援モックルコイン事業委託料
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　（単位　千円）

3 1 905,976民 生 費 社 会 福 祉 費 物価高騰対応重点支援給付金給付事業

第２表　繰越明許費補正

繰越明許費の追加

款 項 事　　　業　　　名 金　　　　額















１　一　般　職

（１）　総括

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

計

566 （23） 3,845,783 769,133 4,615,916

566 （23） 3,845,783 769,133 4,614,916

0 （0） 0 0 1,000

区分
扶養
手当

管理職
手当

地域
手当

通勤
手当

住居
手当

期末
手当

勤勉
手当

児童
手当

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

補正後 70,195 112,890 141,214 50,234 34,841 498,487 410,797 40,915 5,748 102,990

補正前 70,195 112,890 141,214 50,234 34,841 498,487 410,797 40,915 5,748 101,990

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000

区分
休日勤務

手当
夜間勤務
手当

単身赴任
手当

退職
手当

補正後 30,468 7,113 1,296 156,103

補正前 30,468 7,113 1,296 156,103

比　較 0 0 0 0

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

ア　会計年度任用職員以外の職員

増減額

（千円） （千円） （千円）

職員 1,000 その他の増減分 1,000 時間外勤務 1,000 物価高騰対応重点支援給付金給付事業

手当 手当

職員
手当
内訳

補正前 2,183,492 1,662,291

1,000

職員
手当
内訳

区分
増減額の事由別内訳

令 和 ５ 年 度　　補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

区　分 共済費 合　計
給  料

補正後 2,183,492 1,663,291

（人）

比　較

備　考
給　　　　　与　　　　　費職員数

(　)内は
短時間勤
務職員数
(外数)

職員手当

備　　　考

0

説　　明


